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日本における自殺発生率の都道府県別要因分析 
 
平岡 裕也 
 
【修士論文概要書】 
 
 我が国では、1998 年以降、13 年間連続 1 日当たり平均 80～90 人が自殺で生命を絶つ状
況であり、自殺予防対策は待ったなしの課題となっている。WHO は、自殺について「追
い詰められた末の死」であり、「避けることの出来る死（avoidable death）」であるとし、こ
の課題の数値目標は限りなく 0 に近づけることを求めている。1998 年から 2004 年までの
自殺率については、指標が得られないため、統計的な差異があるか分からないが、2005 年
から 2010 年までの自殺率に統計的に有意差があることが棄却されて差がないことがわか
った。 
 2004 年から 2007 年まで警察庁で調査された都道府県別自殺率（発生地）に関する統計
資料では、4 年間の平均（全体平均 25.5%）で自殺率が高かったのは、秋田（41.6%）、山
梨（41.5%）、青森（36.7%）、岩手（36.6%）、島根（35.7%）の順で、低かったのは、神奈
川（19.3%）、愛知（20.8%）、埼玉（21.4%）、奈良（21.6%）、東京（22.0%）の順であった。
自殺率については、東北北部 3 県が高く、日本海側の新潟や富山、九州南部などが次いで
高い。 
 本研究の目的は、都道府県別の自殺問題に関わるデータを分析して、どのように都道府
県ごとの自殺問題を把握すればいいのか、自殺要因の地域差が挙げられるのか、そして自
殺を減らすには、どういった視点に着目すべきかについて検討することである。本稿では、
数多くの先行研究をもとに、各学問体系別で統計的に証明された自殺に関する文献に焦点
化し、先行研究を整理、比較、評価していく。それにより、各学問体系別自殺に関する研
究の貢献と限界を鳥瞰する。 
 先行研究より、自殺問題をめぐり主軸となる仮説が設定できた。それは、自殺について
環境要因（自然因子・経済因子・社会因子）が自殺念慮に影響があり、間接的に自殺率に
影響を及ぼすというものだ。また、その環境要因（社会構造的要因）は、地域差が認めら
れることであった。 
 一方、自殺率を抑制するにあたって先行研究より 2 つの観点が与えられた。一つ目は、
病理生理学や人間生態学、社会学や経済学による統計手法を用いた定量的研究である。そ
こからは、調査対象者や後方視野的バイアスの批判はあるが、それを統計的分析によって
覆したものはなく、少なくとも統計的に有意性については一定の評価をすることができる。
つまり、見出された指標の改善が自殺問題を解決する糸口であることを否定できない点で
ある。二つ目に、心理学や精神分析学、心理学的剖検や自殺予防学による定性的研究であ
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る。そこからは、危険因子を抱えれば自殺するとは限らない点や、倫理的配慮に欠ける点
も批判されるが、自殺率との関連に有意な個人的前兆サインがあることは評価できる。す
なわち、見出された特徴を持つ集団への介入が自殺問題を解消するに有効である点だ。 
 ここから、今後、自殺率の促進・抑制要因を探索するにあたって、先行研究の欠点を補
填する新たな研究スタイルを示す。それは自殺率を従属変数とする、自然環境や経済環境、
社会環境、心理的要因や精神医学的要因などに関わる指標から抽出された因子得点を説明
変数とする多変量解析をしてみることである。それにより今回、都道府県レベルで、自殺
問題と関わりのある潜在因子は何であるか、地域差はあるか、自殺率を減らすには、どう
いった特徴のある地域に対して自殺予防施策があるか示唆する可能性がある。 
 多変量解析をするにあたり、総務省統計局公表「統計でみる都道府県のすがた 2011」の
47 都道府県別の自然や社会、経済に関わる指標 455 項目のうち、最も時系列の揃う 2008
年に計上された指標（241 項目）を対象とした。そして、2008 年都道府県別自殺率との相
関をもとめ、相関係数に関わらず統計的に有意だったものを因果関係の可能性のある指標
（139 項目）として採択した。 
 分析の結果、2008 年自殺率（自殺日・居住地）と相関のあった指標のうち、一定の基準
で取捨選択し有効指標数 57 に因子分析（最尤法・バリマックス回転）を行い、固有値の変
化の様子から 4 因子 30 指標を採用した。因子分析より、因子負荷量の様子から、自殺率に
影響を与える 4 つの潜在要因（「経済的な豊かさ」、「社会的な豊かさ」、「高齢者の暮らしや
すさ」、「福祉・衛生阻害度」）が抽出され、第 1 因子の寄与率は 17.42%、第 2 因子の寄与
率は 15.52%、第 3 因子の寄与率は 15.26%、第 4 因子の寄与率は 10.44%であり、4 つの因
子の累積寄与率は 58.51%であった。 
 また重回帰分析（ステップワイズ法）より、都道府県別自殺率（2008 年）を従属変数と
し、前述の抽出された 4 因子を説明変数とする重回帰分析ステップワイズ法を行った。結
果として 4 因子とも採用され、その度合いによって自殺率に影響があることがわかった（後
述、2009 年都道府県別自殺率にも同様の結果が得られた）。またすべて係数は標準化され
た数値で、「SR（平均自殺率、対 10 万人あたり）＝-.44（高齢者の暮らしやすさ）**-.43
（経済的な豊かさ）**+.31（福祉・衛生阻害度）**-.30（社会的な豊かさ）**」という、標
準化重回帰推定式が得られ、その決定係数 R²は.59 であり、自由度調整済みの決定係数
（adjusted R²）は.55 であった。なお、**は p<.01 の統計的有意を表す。また、抽出された
4 因子は、一般化できる潜在因子であったかを検討するにあたり、2009 年自殺率（自殺日・
居住地）を従属変数とし、抽出された各因子得点を説明変数とする重回帰分析、ステップ
ワイズ法を行った。結果、同様の標準化重回帰推定式が得られ、その決定係数 R²は.57 で
あり、自由度調整済みの決定係数（adjusted R²）は.53 であった。 
 因子分析の過程において、因子間の無相関を想定する最尤法のバリマックス回転を採用
したため、抽出された 4 因子は互いに関連のある可能性があり、弁別の検討の必要性があ
った。そこで各クラスターの特徴を知るために、47 都道府県が抽出された 4 つの因子で本
当に弁別できるか検討した。クラスター分析により、47 都道府県がクラスターⅠ「北海道・
東北 6 県」、クラスターⅡ「近畿東部 3 県・首都圏 5 県・沖縄」、クラスターⅢ「その他 24
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県」、クラスターⅣ「東京・日本海側 6 県」と弁別することができた。 
 次に、分類できた各クラスターにどれでけ抽出された 4 因子の平均因子得点に差がある
のか、一元配置の分散分析を行った。しかし、どのクラスターと、各々の因子得点の平均
に有意差があるか不明なため、その後の検定として Bonferroni の多重比較を行った。結果、
4 因子によるクラスター分析を行い、第 1 因子「経済的な豊かさ」は、「Ⅰ-Ⅱ～Ⅳクラス
ター間」、「Ⅲ-Ⅳクラスター間」に統計的有意差があった。第 3 因子「福祉・衛生阻害度」
は、「Ⅰ-Ⅱ、Ⅱ-Ⅲ、Ⅱ-Ⅳクラスター間」、「Ⅰ-Ⅳクラスター間」に有意差があり、第 4 因
子「高齢者の暮らしやすさ」は、「Ⅰ-Ⅳクラスター間」を除く、すべてのクラスター間に
有意水準 5%の統計的有意差があった。なお、第 2 因子「社会の豊かさ」は、どのクラス
ター間においても、因子得点の平均に統計的有意差はなかった。 
 最後に、その特徴づけられる各階層クラスター間で 2008 年自殺率に有意な差があるかど
うか一元配置の分散分析をし、どのクラスター間で、自殺率の平均に有意差があるか、そ
の後の検定として Bonferroni の多重比較を行った。結果、2008 年自殺率（対 10 万人）は、
クラスターⅠ「北海道・東北 6 県」（平均 31.31 人）については、別の 3 つのクラスターの
うちクラスターⅡ「近畿東部 3 県・首都圏 5 県・沖縄」（平均 23.44 人）とクラスターⅢ「そ
の他 24 県」（平均 25.32 人）との対比において、自殺率の平均に 5%水準で有意差があった。
クラスターⅡについては、クラスターⅣ「東京・日本海側 6 県」（平均 28.11 人）との対比
において、同様に統計的に有意差があった。つまり、潜在要因によって特徴づけられた 4
つのクラスター間の自殺率の一元配置の分散分析より、その特徴に応じた自殺予防が重要
であることが考察された。 
 なお、サンプル数が 47 都道府県のため、ベイズ回帰分析を行い、各都道府県の自殺率に
有意な影響があるかを確認した。結果、MCMC 標本により得た 30,500 回の標本抽出のう
ち最初の 500 回を破棄したものからβの事後統計量を推定した結果、全ての説明変数のβ
係数が、その 95%信用区間に 0 を含んでおらず「経済的な豊かさ」（平均 =-1.80, 95%信用
区間 = [-2.67, -.93]）「社会的な豊かさ」（平均 =-1.27, 95%信用区間 = [--2.09, -.39]）「福祉・
衛生阻害度」（平均 =1.35, 95%信用区間 = [.45, 2.25]）そして「高齢者の暮らしやすさ」（平
均 =-1.92, 95%信用区間 = [-2.81, -1.01]）で、抽出された全ての因子得点で有意な影響があ
った。 
 考察として、「経済的な豊かさ」を阻害する、転職や離職、失業等の職場喪失が、中高年
者の社会的孤立を生み、自殺行動をとる可能性があるということ。「社会的な豊かさ」が促
進されるような、粗出生率や婚姻率が高まれば、家庭が生まれ自殺発生を抑止に働く可能
性があること。「福祉・衛生阻害度」が高まるような、保育所教育普及度・パートタイム就
業率が高いことは、子どもと接する時間（親子の絆）を低下させ、子あるいは親の自殺率
を低下させている可能性があること。「高齢者の暮らしやすさ」が高まるような、老後の蓄
えについては、老後他者と繋がるための経済的なゆとりがあるかどうか、天候が芳しくな
いことは、高齢者にとって人知れず閉鎖的空間の在宅時間が長くなるため、自殺率が高ま
る可能性があることと考えた。 
結論として、先行研究に基づき設定された仮説は、棄却されなかった。つまり、自殺問
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題は、一個人の問題であると一概に言えなかった。従来、自殺問題はプライベートな問題
であるとされてきたが、本研究で、個人的な要因をも含意するような要因が、各都道府県
別にあると実証できた。それは「経済的な豊かさ」、「社会的な豊かさ」、「高齢者の暮らし
やすさ」、そして「福祉・衛生阻害度」の 4 因子と、2008 年及び 2009 年自殺率（自殺日・
居住地）とで、前 3 因子は負の影響、残りの 1 因子は正の影響があったことからわかる。 
 本稿の目的に対する成果については、都道府県別の自殺問題に関わるデータを分析し、
個人レベルの統計が入手できない以上、先行研究で扱われた指標との関連を探ることはも
ちろんのこと、扱える統計資料を探索的に分析、吟味することが都道府県ごとの自殺問題
を把握する近道であった。この多変量解析の手法を用いて、関連のある指標の潜在的な因
子に着目することによって、その潜在因子得点から各都道府県の特徴を明らかにし、その
特徴に応じて、その自殺率を減らす貢献する糸口を見出すことができた。その潜在因子に
は、やはり都道府県差があることも言えた。 
 マクロ的な観点から自殺の発生率の抑制因子として、個人的な救護措置ももちろんだが、
各都道府県が少子高齢化、過疎問題を支えるような施策も有効であることが言えた。財政
難を迎える都道府県への財源投資などで改善する方向はありうる。しかし、人口の高齢化
と人口の過疎化をくい止めない限り、焼け石に水である。現実的な解決策としては、社会
的サービスや福祉・衛生サービスを拡充し、特に高齢者において社会の紐帯を弱体化させ
ないよう、ソーシャルワーカーや保健師の人材確保も大きく貢献する可能性がある。そし
て何より、自殺問題が個人の問題を含意しつつも、包括的に社会構造的（経済や社会環境）
要因からの影響があり、日頃から自殺が発生しないような日頃の対策、その都道府県の特
徴に応じてきめ細やかな支援策が必要であることがわかった。 
 2012 年を迎えた日本社会は、「経済的な豊かさ」と「高齢者の暮らしやすさ」の因子得
点が平均より低い都道府県の大半を巻き込んで、2011 年 3 月 11 日東日本大震災が発生し
た。「経済的な豊かさ」の観点で言えば、円高高止まりを皮切りとする失業者の増加、「福
祉・衛生阻害度」の切り口では、2012 年 6 月に自殺総合対策大綱の方針見直されるものの、
「社会的な豊かさ」の観点では、2010 年の新語・流行語大賞には「無縁社会」が入り、100
歳以上のお年寄りの行方不明さえ把握しきれていないこの社会、自殺者数の増加が懸念さ
れている。本研究から得られた重回帰推定式でも、自殺率が増加することが想定される。 
 研究課題としては、与えられた人口動態に関するデータは最新とは言い難い。この分析
結果を基に考えれば、自殺率は、その時の社会や経済的な背景を如実に反映することは明
白であるため、今後追加調査していきたい。それでもなお、どんな苦難に苛まれても死の
うと思わない人と、一日たりとも耐えられず死のうと思う人との、この両者の境界線とな
る要因がどこに存在するかは、未だ不明のままで解明する必要性がある。 
今後、この報告が目に触れ、心豊かな社会の実現に最大限に生かされることを切に願う。
本研究の成果が、自殺予防学会をはじめとする自殺行動を研究する者のための、参考的な
研究となり貢献できれば、幸いであり、喜びである。 
 
